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研究成果の概要（和文）： 

本研究計画は、近代的な、すなわち匿名的な取引が支配的な市場経済を成り立たせる取引統治
の制度がどのように形成され、そして、それとともに企業組織や生産組織がどのように発達す
るのかを、実証的、理論的に解明することを目的としている。研究代表者および連携研究者は
分担部分の研究を推し進めると共に、大阪大学大学院経済学研究科において毎月開催された「制
度と組織の経済学」研究会においてその中間成果を共有した。そうした蓄積を踏まえ、最終年
度である平成 21 年度には、まず第一に、日本学術振興会「国際研究会議」としての資金補助を
得て東京大学社会科学研究所において 8 月に「制度と組織の経済学」東京会議を開催し、第二
に、同じく 8 月にオランダのユトレヒト大学にて開催された第 15 回国際経済史会議におけるセ
ッション"J7 - States, institutions, and development: Standardization and enforcement of trades in 

diverse markets"、そして第三に、9 月に東洋大学にて開催された第 78 回社会経済史学会全国大
会パネルディスカッション「制度と組織、そして市場―外なる差異の裁定と内なる差異の創出」
を組織するという特筆すべき成果を上げた。「東京会議」では理論に重点を起きつつ、本計画の
成果について徹底した討議を行い、国際経済史会議では、本計画の経済史研究者と、本計画が
過年度において日本に招聘した海外の第一線の経済史研究者とが改めて問題意識を詰め直し、
その成果を 3 年に 1 度開催される、経済史学界最大の国際会議における独立セッションとして
報告した。社会経済史学会では若手連携研究者による市場と組織の相互作用に関する実証分析
の成果発表に重点が当てられた。いずれも、市場を成り立たせる取引統治の制度と、企業組織
や生産組織との相互作用を重要な問題関心を共通として持ちつつ、理論的な考察と実証的な分
析の往復から創造的な知見を提供することに努めた。 

 

研究成果の概要（英文）： 
This project has pursued to clarify both empirically and theoretically how modern, or 
“impersonal,” governance of trades that supports market economy has been formed and 
how firm organization and production organization has developed along with the market 
expansion.  The project leader and the cooperative members have progressed their own 
portions, and met at monthly “Workshop on Economics of Institutions and Organizations” 
at Graduate School of Economics, Osaka University, to share each progress.  Given that 
continued effort, in 2009, the last year of this project, first, we held the Tokyo 
Conference on Economics of Institutions and Organizations in August, with additional 
financial support by JSPS as an international meeting.  Second, also in August, we 
organized the “Session J7-States, institutions, and development: Standardization and 
enforcement of trades in diverse markets,” in the 15th World Economic History Congress 
at University of Utrecht, the Netherlands.  Third, we held a panel titled “Institutions, 
organizations, and market: arbitrage of difference in the market and creation of 
difference in the organization” in the 78th annual meeting of Socio-Economic History 
Society.  The “Tokyo Conference” intensively discussed the achievement of this project 
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with concentrating on theoretical aspects.  In the World Economic History Congress, the 
biggest academic meeting of economic history in the world held every 3 years, economic 
historians of this project provided their works from this project at a session exclusively 
for this project and exchanged with forefront researchers in the field.  In the 
socio-economic history society meeting, younger members presented their unique works from 
the project.  At all of these opportunities, we have made effort to create new insight 
about governance of trades that supports market mechanism and its interaction with firm 
organization and production organization, based both on theoretical and empirical works. 
 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 7,700,000 2,310,000 10,010,000 

2007 年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 

2008 年度 7,100,000 2,130,000 9,230,000 

2009 年度 6,300,000 1,890,000 8,190,000 

  年度    

総 計 28,100,000 8,430,000 36,530,000 

 

 

研究分野：経済史・経営史・比較制度分析 

科研費の分科・細目：経済学・経済史 

キーワード：経済史、経営史、企業理論、産業組織、比較制度分析 

 
１．研究開始当初の背景 
 近代化の経験が遠い過去のこととなる一
方、単一的な市場観を持つとともに生産組織
を「暗箱」のなかに括る新古典派経済学がマ
ルクス経済学に代わると、制度や組織を「比
較」する歴史学は後景に退いていった。そう
した新古典派的な単純化の方向が逆転した
のは、1980 年代に青木昌彦らが「比較制度分
析」を提唱して以降のことであった。「比較
制度分析」はゲーム理論に基礎を置くが、ゲ
ーム理論はそもそも均衡が唯一であるとは
考えない。効率的な均衡上に発展する社会も、
非効率的な均衡上に停滞する社会もある現
実に肉薄する手段を経済学はようやく手に
したのであり、それは経済史研究にも影響を
与えた。実際、経済史研究においても、「比
較制度分析」の枠組みを意識した研究は一定
の成果を上げてきており、「比較制度分析」
それ自体はもはや「斬新」な視角とは言えな
い。にもかかわらず、より効率的な制度と組
織の形成によって経済発展が加速する様を
明らかにする「進歩」の近代経済史が再構築
されたとは言えない。その再構築の必要性が、
開始当初の背景として認識されていた。 
 
２．研究の目的 

本研究の代表者と連携研究者，および海
外共同研究者を中心とする研究協力者は，
制度と組織が多様性を含み，あるいは増幅
させながら，しかし，共通して効率性を高

めた「近代」の「進歩」の経済史を再構築
することを究極的な目標として共有しつ
つ，現実に到達可能な目的として，近代に
おいて最も成功した制度と組織の事例に
限定して比較分析の経済史を記述し，その
ための歴史理論を仮設することとする． 
 
３．研究の方法 

本研究課題の研究代表者と連携研究者は
経済史、経営史、契約理論、労働経済学、産
業組織論、経済成長論、都市経済学を専門と
する者から成る。実証家と理論家とに跨り、
しかも分析対象を異にしつつ、制度と組織が
経済発展に及ぼす影響を分析することを目
的とする点において、研究関心を共有する、
そのような研究組織である。 

こうした、分析対象と分析方法を異にする
研究者から成る共同研究は、しばしば、互い
の専門性を薄め合った上で成果を摺り合わ
せる「学際」的なそれとして追求され、そし
てそれは、完成された研究者が成果を持ち寄
る場合において、特に効果的な方法である。 

しかし、それぞれの専門分野において現在、
まさに新たな境地を開拓しつつある 30 歳代
から 40 歳代の研究者を主力とする本研究組
織にとって、かかる「学際」性の安易に追い
求めることは望ましくない。そうした判断か
ら、研究費の支出に関しては研究代表者がそ
の必要性を慎重に吟味し、管理するものの、
研究計画の細部にわたる遂行過程は連携研



究者の判断に委ねる分権的な運営方法をと
った。 
そして、そうした分権的な運営にも関わら

ず、目的と関心を共有する共同研究組織とし
て機能するために、学期中の月例研究会を大
阪大学大学院経済学研究科において開催す
るとともに、夏期休業中と冬期休業中には東
京大学社会科学研究所をはじめとする各地
において研究会議を開催し、研究成果を徹底
的に討議し、共有することに努めた。4年間、
全く休むことなくこの日程を維持して階差
入れた「制度と組織の経済学」研究会と名打
つこの研究会には、国内外から招待された多
くの研究者もまた報告し、応用経済学に関心
を持つ第一線の研究者の間ではよく知られ
た 知 的 共 同 体 の 一 つ に 成 長 し た
（ http://sites.google.com/site/theoeio/
）。 
 
４．研究成果 
「制度と組織の経済学」研究会に提供され

た区分計画の成果のうち、特に 2009-2010 年
にかけて刊行されたものについては次項 5に
列挙されている。経済史研究者の成果が制度
と市場、技術と組織の分析に集中しているこ
と、理論家の分析が現実に対する説明力を強
く志向するととともに、ゲーム理論的な接近
と新古典派的な接近の接合をはかろうとす
る意欲を持つことは、特に、本計画の一部と
して遂行されたことにともなう成果と言え
よう。 

そうした区分計画の成果については次項 5
に譲り、本項では、共同発表にかかる大型の
成果に紙幅を割きたい。2008 年度までの蓄積
を踏まえ、最終年度である 2009 年度には、 

1. 日本学術振興会「国際研究会議」とし
ての資金補助を得て東京大学社会科学
研究所において 2009 年 8 月に「制度と
組織の経済学」東京会議を開催した。
この「東京会議」は報告者の構成比と
しては理論家に重点を置きつつ、本計
画の成果と、それが持つ射程を含む論
点について徹底した討議を行った。 

2. 2009年 8月にオランダのユトレヒト大
学にて開催された第 15 回国際経済史
会議におけるセッション“J7 - States, 
institutions, and development: 
Standardization and enforcement of 
trades in diverse markets”を開催し
た。この国際経済史会議は 3 年に 1 度
開催される経済史学界最大の国際会議
であるが、そこにおいて独立セッショ
ンとして本計画の成果を報告するとと
もに、討論者を委嘱した Patrick 
O’Brienロンドン政治経済学院／オッ
クスフォード大学教授をはじめとする
参加者から高い評価と建設的な助言を
受けたことの意義は小さくない。 

3. 2009年 9月に東洋大学にて開催された
第 78 回社会経済史学会全国大会パネ
ルディスカッション「制度と組織、そ
して市場―外なる差異の裁定と内なる
差異の創出」を組織した。この社会経

済史学会パネルでは若手連携研究者に
よる市場と組織の相互作用に関する実
証分析の成果発表に重点が当てられた。
いずれも、市場を成り立たせる取引統
治の制度と、企業組織や生産組織との
相互作用を重要な問題関心を共通とし
て持ちつつ、理論的な考察と実証的な
分析の往復から創造的な知見を提供す
ることに努めた。 

4. 2010年 6月に関西学院大学にて開催さ
れる第 79 回社会経済史学会全国大会
においてパネルディスカッション「企
業統治、所有構造、そして労働組織―
日本における近代的な企業組織の形成
と発展―」を組織し、経済史と労働経
済学を専門とする報告者によって過去
100 年にわたる日本企業の組織変化を
分析する。 

以上が学会発表の形をとって学界に提
供された大型の成果である。 

さらに、経済史研究者が日本経済の長期
にわたる制度形成と市場の拡大の関わり、
そして、特に近代における市場の拡大と企
業組織の発展との関わりを分析した成果
が、中林真幸編『日本経済の長い近代化』
と題して名古屋大学出版会より刊行され
る予定である。 

また、経済史研究者、組織の経済学研究
者、労働経済学研究者、そして産業組織研
究者が企業組織に焦点を当てた分析を共
同で行った成果が中林真幸／石黒真吾編
『企業の経済学』として有斐閣より出版さ
れる予定である。 
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